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組織の競争力のための自然言語処理技術の役割

　情報社会における組織（企業，諸機関，日本社会）の
競争力強化に必要な技術，取り組むべき方向性を考察す
る．特に，知の共創のための自然言語処理技術の役割に
ついて述べる．
　現在，経済構造が劇的に変化し，モノの販売から，サ
ービスの提供へのシフトが進展している．また組織構造
も従来のピラミッド型から，フラット化，グローバル化
した横連携型に変化している．このような状況の中で，
情報技術に求められる役割も変化してきている．従来の
高速大容量データ処理から，高品質な情報内容処理・意
味処理へと重点を移し，知的生産性を高める情報技術を
開発することが必須課題である．
　本稿では，特に産業上のインパクトが大きいと考え
られる知的財産の創造，保護，流通という各課題に自
然言語処理技術が寄与することを例に挙げ，知的特許検
索，スマートアーカイブ，知的マイニング，機械翻訳な
どの自然言語処理技術と組織競争力の関係について考察
する．

知的特許検索

　日本の競争力を高める上で知的財産の創造，保護，活
用が重要な課題となっている．2003年 3月には，「知的
財産立国」の実現を目指して，内閣に知的財産戦略本部
が設置されている．創造性のある人材の育成が基本であ
ることはいうまでもないが，知的財産の創造，流通を支
える情報基盤を整備することも重要である．企業におい
ては，強い特許を迅速に出願するため，公知例調査やラ
イバル企業の動向分析を効果的に行う必要がある．特許
庁においては大量の出願を迅速に処理することが要求さ
れる．このためには，書誌事項による検索や全文検索な
ど，現在提供されているサービスでは不十分であり，高

（株）富士通研究所

松井 くにお
matsui.kunio@jp.fujitsu.com

（株）東芝

平川 秀樹
hideki.hirakawa@toshiba.co.jp

（株）日立製作所

梶　 博行
kaji@crl.hitachi.co.jp

（株）ジャストシステム

植松 直也
naoya_uematsu@justsystem.co.jp

自然言語処理技術の高度化はいかにして

組織の競争力を生み出すのか

－ 1 －



44巻10号　情報処理　2003年10月1038

《 特　集 》3

度な検索技術を開発することが必要である．
　特許の検索では，検索もれがないことが特に重要であ
る．出願時の公知例調査では，類似特許を洗い出し，そ
れらとの差異を明確にすることが必要である．製品発表
段階では障害となる特許がないことを確認する必要があ
る．また，特許庁の審査業務では，関連する先行技術を
もれなく検索することが必要である．このように，特許
検索は，情報要求を満たす文書が見つかればよいWeb

ページの検索とはまったく異なっている．検索ノイズの
増加を容認すれば検索もれは少なくなるが，業務の効率
を考えると，検索ノイズも極力抑えることが必要である．
再現率，精度ともきわめて高い水準が要求されるのが，
特許検索の特徴である．
　文書を語の集合として扱う bag of wordsモデルに基
づく検索技術では，特許検索の高い要求を満たすことは
困難である．構文解析，同義語の同定，語義の曖昧性解
消などの自然言語処理技術が要求を満たすキーになると
思われる．それらの技術の現状と展望を以下に述べる．

特許文の解析

　特許文書は，クレーム（特許請求の範囲），従来技術，
実施例，発明の効果など，いくつかのセクションから構

成される．セクションによって文のスタイルも異なって
いる．権利範囲を規定するという意味で最も重要なクレ
ームは，1クレームを 1文で記述するため，長文が多い．
文が長いと構文的な曖昧性が増大し，汎用のパーザで解
析することが困難になる．しかし，特有のスタイルで記
述されていることに着目すれば，特許文書は計算機処理
に適した文書と考えられる．Shinmori, et al.は，「～で
あって」，「～を特徴とする」，「～で構成されている」と
いったクレーム特有の言い回しに着目して，クレームの
文を節に分割し，節の間の関係を解析する方法を考案し，
80.85%の精度を達成したと報告している 1）．図 -1はそ
の解析結果の例である．このように節に分割すれば，長
文も比較的高精度で解析することができる．
　構文解析を行えば精密な検索が可能になる．たとえば，
動詞とそれが支配する名詞の組合せをキーとして検索す
ることができる．動詞と名詞の組合せによれば発明内容
を正確に表現することができるので，再現率，精度とも
大幅に向上することが期待できる．さらに，構文解析し
たクレームをある種の中間言語表現に変換することによ
って，クレームレベルでの特許の類似性を評価したり，
類似特許間の差異を抽出したりすることも将来は可能に
なるであろう．

操作手段により
アクチュエータ
を駆動して所望
の作業を行う

操作手段によりアクチュエータを駆動して所望の作業を行う作業機において、前記作業機の作業機構に作用する負荷を検出する負荷検出手段と、
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(�) クレームの例

(�) 構造解析の結果

図 -1　特許クレームの構造解析
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語義の同定

　検索の再現率を高めるには同義語辞書を構築すること
が必要である．たとえば，「電池」，「セル」，「バッテリー」
が同義語であるという知識がないと，「電池」で表現さ
れた検索要求に対して，「セル」や「バッテリー」を用
いて記述された特許を検索することができない．同義語
辞書の構築に関しては，同義語が類似の文脈に出現する
という性質を利用して，コーパスから同義語を自動抽出
する技術の有効性が確認されている．この技術を特許コ
ーパスに適用することにより，大規模な同義語辞書を低
コストで作成することができる．同義性の同定は語のレ
ベルだけでなく，句のレベルでも必要である．たとえば，
「解析精度の向上」，「解析の精度を高める」，「正確な解
析が可能になる」といった表現が同じ意味を表すことを
同定することが必要である．このようなパラフレーズの
研究は緒についたばかりであるが，今後の発展が期待さ
れる．
　検索精度を高めるには語義の曖昧性を解消することが
必要である．語義は文脈に基づいて決定することができ
る．たとえば，“cell”は「電池」や「細胞」などの意味
を持つが，“solar”や“power”が近傍に現れる場合は「電
池」，“blood”や“protein”が近傍に現れる場合は「細胞」
である．このような語義の曖昧性解消に必要な知識をコ
ーパスから学習する技術も近年急速に進歩している．

まとめ

　情報検索や自然言語処理の研究者の特許文書への関心
は高まりつつある．たとえば，ACM SIGIRの 2000年大
会で特許検索に関するワークショップが，ACL（計算言
語学会）の 2003年大会で特許コーパス処理に関するワ
ークショップが開催されている．共通のテストデータを
用いて情報検索システムを評価することを主眼としたワ
ークショップ NTCIRでも特許検索のタスクが設定され
ている 2）．特有のサブランゲージで記述されているとい
う意味で，特許文書は自然言語処理技術の有望な適用対
象である．研究開発の進展が期待される．

スマートアーカイブ

組織内の知識管理・活用の必要性

　近年の顧客の価値観の多様化，グローバル化・異業種
参入による新たな競争の始まり，また，団塊の世代の大
量退職による知恵の流出や人材流動化による組織知の流
出といった企業・組織を取り巻く状況の変化や課題に対

して，多様な情報分析，意思決定の迅速化，組織知の蓄
積・活用の仕組み作りを支援する技術が求められている．
　また，日経デジタル・エンジニアリング 3）のアンケ
ートによると「ナレッジ（技術情報やノウハウ）の喪失
に危機感を感じるか」という問いに対して半数近くが強
い危機感を抱いていると回答し，「時々危機感を感じる」
という回答と合わせると 9割以上が多少なりとも危機感
を感じているということになる．
　一方，従来の情報管理システムは，主として，ファイ
ルとフォルダの階層構造に基づいて文書を蓄積し，作成
者やファイル名などにより文書を識別するものである．
たとえば，製造業におけるトラブル発生や設計変更など
に伴う情報のバージョンアップ，組織体制の変化，使用
目的の変化に応じて再構成することが困難であり，専門
的な作業者が人力で対応しているのが現状である．
　流動的な業務体制と作業工程の管理を真に実現する
ためには，組織内に文書として蓄積された知識を，個々
の製品やサービス，顧客や社員に応じた多様な文脈にわ
たって再活用できるようにすることが必要である．それ
には，限定的な観点に基づく構造化ではなく，情報の具
体的な意味内容をコンピュータに処理させることによっ
て，さまざまな場面に応じて多様な観点から情報を提示
できることが重要である．
　このように，組織に蓄積される大量の文書に対して，
新しい観点での情報の再体系化や利用者個々人の要求に
合わせた知識の抽出を支援し，新しい“気づき”や情報
の再利用をもたらすものが，スマートアーカイブである．

知識管理や活用を実現するためには

　組織における知識管理や活用を実現するためには，企
画書，契約書，特許，論文，新聞，Webなど，組織内
外にわたる多様な情報を集積し，その意味内容に基づく
構造化，知識抽出，内容分類などを行い，知識を自動的
に体系化することにより，所望の知識が常に簡単に発見
でき，また容易に再利用できるように目指す必要がある．
　このような知識管理の仕組みを実現するためには以下
のような課題がある．
（a）知的情報管理：情報を形態素解析，統語解析，意味
解析等の自然言語処理技術を適用して，構造化して蓄
積する．情報間の関係性の管理や柔軟なメタデータ管
理を通して，知識の構造化と整理を実現する．これに
よってコンピュータに文書やデータをその具体的な意
味内容に即して処理させ，異なる文書やデータを利用
者の意図に合わせて連携させることが可能になる．

（b）知識抽出：知的情報管理によって実現する情報の
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構造化に基づき，膨大な情報の中に埋もれていたノ
ウハウや気づきといった重要性が高い知識抽出を実現

 する．
（c）知識マップの作成：抽出された知識とオントロジー，
シソーラスとの連携によって，文書やデータの関連づ
けによる情報の体系化（自動分類や再分類）や可視化
を実現する．

スマートアーカイブの実現に向けた課題と実現

　従来は，文書やデータのアーカイブシステムでは，あ
らかじめ設定された体系に合わせたメタ情報を文書やデ
ータに付与しておく必要があった．さらに，そのような
体系に基づく情報検索機能では柔軟な検索要求に応じる
ことができず，結果として，メタ情報や文書内容とのキ
ーワード一致の結果一覧を表示するのみとなっている．
我々が目指すスマートアーカイブは，文書やデータを具
体的意味内容に即して処理することにより，利用者の意
図に合わせた管理体系の構築を目標とする．これにより，
多様化かつ個別化する利用者のニーズに従い，現場の状
況や利用者の熟達度に動的に適応して，情報を収集し，
動的な組織変更にともなう知識（文書）アーカイブの編
集・再構成を支援することができる．
　この技術をソフトウェア開発に適用すると，システム
の変更に伴い，仕様書やマニュアルなどの膨大な文書群
を検索し，関連部分を抽出し，修正必要個所を過不足な
く発見することが可能となる．さらに，ソフトウェアの
ソース変更に追従して，マニュアルや仕様書の変更も支
援することが可能となり，単なる文書としてのバージョ
ンだけでなく，仕様書やマニュアル，ソースコードも統

合した管理が実現できる．
　製造業では，マニュアル，製品設計書など，使用用語
や文体，表現などが異なる異文書を連携させることが可
能となり，顧客のニーズやエンジニアのスキルに合わせ
た知識抽出が可能となる．
　このようにスマートアーカイブの実現によって多様な
業種や職種における知識活用の新たなパラダイムを提案
することができるであろう．

知的マイニング

情報の有機的なリンクとその信頼性

　特許情報は質・量ともに知的財産情報の中核をなすも
のであるが，出願から 1年半の間，一般には公開されな
いため，たとえば動向調査の場合だと，直近 1年半の最
新動向が抜け落ちてしまうということになる．また，特
許侵害調査の場合，ある特許が別の特許を侵害している
ということだけでなく，ある特許を無断使用している製
品・企業を発見することも大きな目的となるが，特許情
報内部に閉じていてはそのような侵害情報を発見するこ
とは難しい．論文・新聞・Webなどの他の情報リソー
スを，特許情報と統合して分析することができるように
なれば，上記の問題を解決することが可能であり，各メ
ディアの持つ特性（精緻性，速報性など）を補完するこ
とにより，より高度で信頼性の高い分析が可能になる．
　その意味で，Web情報とその他の情報（特許，他メ
ディアなど）を統合することは今後の技術開発・製品戦
略に欠かせない．このためには，まずWeb情報とその

トラスト

共通のデータフォーマット

特許検索サービス 論文検索サービス 新聞検索サービス 企業情報・製品情報

特許�� 論文�� 新聞��

���

サービス統合・データ統合

時間

語彙の
対応

特許公開されていない
最新技術情報を論文・
新聞���で補完

共通の���

関連技術情報を
効率的に発見

強い知的財産 (基本
特許・基本論文) の
発掘・活用

図 -2　異種情報源の統合
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他の情報（特許，他メディアなど）を統合するための技
術が必要である（図 -2）．しかし，Web上の情報は信頼
できるものもあればできないものもあり，玉石混交であ
るため取捨選択を行う必要がある（図 -3）．
　そこで，Web上で信頼度に関する情報を共有し流通
する基盤を構築することで，膨大な情報の集合体である
Webを，特許・論文・新聞・TVなど他の情報リソース
とともに分析・活用することが初めて可能となる．Web

上の情報に信頼度を付加し，特許・論文・新聞などの情
報と統合して分析する「信頼度に基づく知的マイニング
技術」は以下の条件を満たすことが必要となる．
（a）Web情報信頼度分析基盤：管理されたデータベー
スの情報と異なり，誰もが作成できるWebの情報は
無条件で信頼することができない．そこで，Webの
情報に対して，そのテキスト内容の分析（スペルミス
や誤用がないかなど），作者の信頼度（これまで悪質
な情報を流していないか），参照関係（適切なリンク
先を参照しているか），引用関係（被リンクがどのく
らい多いか）などを含めて，統合的に情報の信頼度を
高速に評価できるシステムを開発する．また，URLな
どの情報に対して人手による信頼度も設定できるよう
にする．

（b）Web情報信頼度流通基盤：上記のように得られた
信頼度を共有化し流通させる技術を開発する．信頼度
情報については，プライバシー・セキュリティ・誤り
があった場合の修正手順などについて，非技術的な要
素についても検討し，その結果を実現する技術を構築
する．

（c）情報統合型知的マイニングシステム：論文・新聞・
Web・特許情報など複数のリソースによる情報を，統
合して分析することで，知的財産・経営戦略などに関

する仮説構築に寄与する知的マイニングシステムを開
発する．このとき，Web上の情報については信頼度
を使って信頼性の高いものだけを利用する．

実現へのアプローチ

　個々のメタデータ基盤については，W3Cにおける
Semantic Webにおける各種規格の標準化が進みつつあ
り，それと協調して米 DARPAの DAML（DARPA Agent 

Markup Language）プロジェクト（2000年 8月～）で
はソフトウェアエージェントによる処理の枠組みを開発
している．ただし，現状ではトラスト層までは考えら
れていない．信頼性のないメタデータは，かつてワー
ドスパム（不要なキーワードを意図的に入れることで検
索エンジンを騙す）攻撃のために重要視されなくなった
という経緯がある．そこで，人手によるメタデータだけ
でなく，リンク解析，コンテンツ解析，ログ解析，セキ
ュリティを統合したトラスト解析／流通技術により，悪
用されにくいトラスト基盤を構築するところに新規性が
ある．
　知的財産の創造・保護・活用のすべてにおいて，まず
既存の知的財産情報の調査・分析を行うことが不可欠と
なる．ところが現状では，特許・論文・新聞・Webと
いった複数の知的財産情報がバラバラに存在しているた
め，それぞれのリソースメディアごとの調査を行い，そ
の結果を人手で統合する必要が生じている．たとえば，
技術動向調査を行う場合であれば，特許の動向調査と論
文の動向調査を独立に行い，その結果を 1つにまとめる
統合分析を行う必要がある．また，特許の侵害調査を行
う場合であれば，特許検索システムを使用することで特
許同士の侵害可能性は確認できるが，特許を取らずに製
品を出しているような企業を見つけ出すためには，新聞・
Webなどで製品情報などを調査するしかない．
　ここで問題となるのがWebの扱いである．たとえば，
企業の知財部門の調査者が関連技術の製品情報を探すこ
とを考えよう．Googleのような検索エンジンでは，キ
ーワードが含まれている人気のあるページは出てくるも
のの，その内容が正しいかは膨大な検索結果をいちいち
読んで総合的に信頼性を判断していくしかない．そのた
め，現実には信頼できる特定企業のニュースリリースに
限った範囲で探さざるを得ず，外国ベンチャーの製品な
どを見逃す恐れもある．ところが，トラスト基盤による
信頼情報が付与されていくと，対象企業以外の情報や，
Web掲示板における匿名の情報，個人Webページにあ
る海外展示会の記録などのダイナミックな情報群から，
信頼できる関連情報を取り出すことができるようにな

リンク解析

サイト

被リンク リンク関係

サイト

アクセスログ

サイト
プロファイル

コンテンツ
解析

作成者メタデータ
�� プロファイル

統合的に
トラスト
を解析

���情報と特許情報のハイ
ブリッドマイニングが可能

リソース
(記事，日記)

図 -3　信頼できるサイトの取捨選択
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る．メタデータに加えて本技術による膨大なWebデー
タは，はじめて他のメディアと連携できる情報となる．
　「知的マイニング」では，このようにWebを含めた複
数リソースメディアを統合して分析することのできる環
境を実現する．したがって，たとえば，技術動向調査を
行う場合であれば，特許と論文の動向調査を一度にまと
めて行うことが可能となり，特許だけでは抜け落ちてし
まう最新技術動向（特許は出願から公開までに 1年半か
かるため最新の情報が得られない）を論文で補完したり，
あるいは特定企業の特許と論文の件数を比較したりする
ことにより特許重視・論文重視といった技術情報の開示
に関する企業戦略を読み取ることもできるようになる．
また，特許の侵害調査を行う場合であれば，特定の特許
に類似する新聞記事・製品情報などを検索することによ
り，侵害候補を洗い出す作業を効率的に行うことが可能
となる．

高性能機械翻訳ツール

グローバル化による言語障壁の拡大

　経済のグローバル化により，組織活動のさまざまな局
面で英語をはじめとする各種言語に対する言語バリアの
問題が今後ますます増大してゆくことが予想され，日本
人がグローバルな環境で活動を行う上でそれなりのコス
トをかけて対応してゆかざるを得ない課題である．言語
障壁に起因するコストには見えるコストと見えないコス
トが存在する．見えるコストの代表は，文書の翻訳コス
トである．たとえば，特許は 2001年に日本から米国に
出願されたものだけでも 3万件以上あるが，1件あたり
の翻訳料を平均 60万円として 180億円という相当なコ
ストが費やされていると推定される．また特許出願に先
立って行われる公知例調査において海外の特許，技術論
文の調査が必要であることを考慮すると，さらに多くの
コストが費やされていることは明らかである．翻訳コス
トを下げることができれば，同じコストでより多くの権
利を獲得したり，海外特許を獲得する企業の裾野を広げ
たりすることができる．見えないコストには，外国語で
書かれている情報の調査や外国語によるコミュニケーシ
ョンを行う際の効率と質が挙げられる．英語で書かれた
情報の検索や内容把握に要する時間，英文メールのやり
とりに要する時間などは，個人の英語力により大幅に異
なるが，英語を母国語もしくは第二母国語とする人々と
の効率の差は少なくないと予想される．言語の壁によ
り必要な情報が結果として得られなかったような場合に

は，ビジネス機会のロス，「車輪の再発明」のコスト，
知識発見の失敗による目標の未達などが発生することも
考えられる．こうしたロスは，たとえば「あの時この情
報がなかったらうまく事が進まなかっただろう」といっ
たかたちで認識されることはあるが，通常は目に見えず
に済んでしまうため問題として認識されにくいという性
質を持っている．現在ではインターネットが情報リソー
スとして重要な位置を占めており，英語の情報アクセス
能力の重要性は増している．また，インターネットは，
情報を発信する場としても重要なメディアとなってお
り，外国語での情報発信することにより，技術やサービ
スが見出され成長してゆく可能性が高まってゆくと考え
られる．以上のように，情報の収集・獲得，発信，コラ
ボレーション・コミュニケーションなどにおける言語の
壁の克服は，グローバルな場における日本の組織活動の
生産性向上，創造性向上，チャンスロスの削減などに寄
与し，それを支援する高度な翻訳支援ツールが不可欠で
あり，コンピュータを用いて翻訳を行う機械翻訳技術に
対する期待が高まっている．

機械翻訳の現状と利用の試み

　日本の機械翻訳システムは，1980年代の中頃に製品
化されすでに 20年近くの歴史を持っている．初期は翻
訳専門家向けの産業翻訳支援システムとして発展してき
たが，パソコンの飛躍的な高性能化とインターネットの
普及により 1990年代の中旬からインターネットWeb翻
訳やメール翻訳などへと応用が広まり，個人向け低価格
商品が出てきている．2000年頃よりインターネットで
の翻訳サービスも提供されるようになり，誰でも簡単に
利用できるようになってきている．インターネット翻訳
サービスに関する調査（2003.03，インターネットコム
（株）,（株）インフォプラント）4）によると，調査対象
の 46%が利用経験があり，よく使われている翻訳サー
ビスは，①「テキスト翻訳」50％，②「Webページ翻訳」
47％，③「オンライン辞書」36％，利用内容は，①「ビ
ジネス文書」，②「マニュアル」，③「海外ニュース」，
④「ビジネスメール」の順に多く，オンライン翻訳サイ
トの精度については，「今のままで十分理解できる」（18

％），「今のままでは理解しにくい改善が必要」（66％），
「大幅な改善が必要」（16％）との結果が出ている．か
なりのユーザがさまざまな用途に利用しているが翻訳品
質については改善が必要と感じている．英語オンライン
ニュースの内容を把握するという目的に機械翻訳を利用
するという想定で実験した結果，翻訳の訳語の正確さが
90%を超えると利用者の 80%が翻訳結果に満足できる
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というデータがある．2000年頃の市販翻訳ソフトでは，
辞書のカスタマイズなどを行わない状態で 65～ 85%の
訳語の精度という実験結果もあり，現状の翻訳技術では，
まだ情報把握支援に十分な性能が得られているとはいえ
ない状況である．また，機械翻訳をコミュニケーション・
コラボレーションに利用するという試みも行われてい
る．たとえば，「異文化コラボレーション（ICE2002）」5）

では，アジア 5カ国間での機械翻訳を組み込んだWeb

と掲示板システムを利用して，ソフトウェアの共同開発
を行うという試みが行われた．機械翻訳の性能が高くな
い状況でもコミュニケーションが行われ，「機械翻訳に
コミュニケーションを支える可能性を感じる」と報告さ
れている．また，国外の企業との共同プロジェクトを行
う場合など，日本人間での情報のやりとりは通常母国語
で行うが，そうした情報もある程度オープンに行いたい
というような場合にも機械翻訳ツールは低コストで概要
をある程度伝達できる利便性の高いツールである．また，
特許庁の電子図書館システム 6）では，日本の特許公報
の検索サービスに機械翻訳機能を組み合わせて海外のユ
ーザへの情報提供を行っている．

高度翻訳ツールと研究開発課題

　機械翻訳ツールは，情報の把握，コミュニケーション
支援，情報の発信などさまざまな用途への応用が期待さ
れる．コンテンツの内容を把握する際には，訳語の正確
性が重要となる．訳語の正確性を上げるには，合成語や
専門用語など大規模な辞書の搭載や語の共起関係による
訳語の選択が有効であり，こうした言語辞書を効率よく
開発する技術が必要である．インターネットなどの大量
文書や対訳の用例からの辞書自動抽出技術開発，ネット
ワークコミュニティ等を利用した大規模共同開発などが
研究開発課題として挙げられる．訳語精度が 95%以上
に到達するような技術が開発できれば，大多数のユーザ
に支持されるツールとなり，日本語文書と外国語文書を
日本語質問文を入力して検索し，結果を日本語で提示す
るような言語横断検索システムもストレスなく使える可
能性がある．こうしたシステムの活用により，日本人の
情報収集能力を高め知的生産性の向上への大きな寄与が
期待できる．
　コミュニケーション支援，情報発信の用途においては，
意味の伝達が正しく行われることが重要であり，文を正
確に解釈することも重要である．現状の翻訳技術では精
緻な文法知識は組み込まれてきているが，それだけでは

自然文の解釈を正しく行うことは不十分であり，意味的
な情報を含めて解析の正確性を高めることが必要になっ
ている．このために，意味判断を行うための意味知識ベ
ース（シソーラス，オントロジなど）の構築・利用技術
の開発が必要である．コミュニケーション支援での利用
では，文献 5）などで報告されているように，利用者側
がツールに合わせて省略や曖昧性が少ない文章・短い文
章を入れたりするなどの歩みよりがみられ，ユーザ側と
翻訳システム側をうまく繋ぐインタフェース技術も課題
の 1つといえる．海外との情報交信は，特にグローバル
組織の活動における業務効率化，迅速な対応に効果が期
待できる．いわゆる産業文書の翻訳など情報発信の用途
では，翻訳者のスキルの活用・再利用を行うことにより
高品質翻訳が期待できるため，翻訳用例を活用する用例
ベース・メモリベースの翻訳技術の高度化が課題の 1つ
である．

まとめ

　本稿では，組織競争力の強化のため，知的財産の創造，
保護，流通という各課題に対して，知的特許検索，スマ
ートアーカイブ，知的マイニング，高性能機械翻訳がど
のように貢献できるかについて論じた．
　自然言語処理技術の浅い解析を用いてメタデータを抽
出し，それらのメタデータを活用して高度な検索やマイ
ニングを行うアプリケーションは，限定した分野や利用
において成功事例が報告されている．今後は，スマート
アーカイブの実現によってさまざまな知識基盤を構築で
き，オントロジやシソーラスによってそれらの知識基盤
を連携することがきるようになり，組織競争力を向上さ
せる実用レベルの高品質な翻訳や情報の分析が可能にな
るだろう．
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